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Ⅰ F02 環境とイノベーションの 研究と教育の 必要， 性 

0 文場会規 ( 東大工学 ) , 天野明弘 ( 地球環境戦略研究機関 )   
松村寛一郎 ( 関西学院大総合政策学 ) 

1. はじめに て 、 イノベーション 促進を促すような 費用効果性にすぐれ 

環境問題、 とりわけ地球 濫薪ヒ 問題は深刻 ィヒ しており、 企 た環境政策手段の 輪郭を明確化する。 平成 15 年度は 、 特 

業 経営においても 一層の対応が 迫られている。 そのため、 環 建 された産業・ 企業について、 詳細な事例分析を 行うため 

境問題と企業・ 政府のイノベーションというテーマは、 MoT 研 に、 最初に幾つかの 企業を選定し、 パイロットケースとし 

究・教育の重要な 一分野であ ると考えられる。 しかしながら、 こ て、 事例分析を行う。 既存の研究成果として、 新産業創出 

の 分野における 理論的・体系的整理は 未だなされていないの に顕著な影響を 与えた技術を 選定し、 それぞれについてケ 

が現状であ る。 我々は、 地球環境研究総合推進費の 助成を受 ーススタディおよび 定量分析を行った 研究成果があ るた 

けて、 本年度から環境イノベーションの 事例を分析し、 環境政 め、 この見識に基づき 分析フレームワークを 提示し、 環境 

策 と環境 イ / ベーシコンとの 関係の理論化を 試みている。 本稿 保護を目的とした 技術開発によ り 、 国際競争力が 向上した 

では、 我々の研究の 目的及び研究のフレームワークを 紹介す 事例を分析する。 

るとともに、 環境規制と環境イノベーションに 関する研究が イ / これらの蓄積を 踏まえた上で、 16 年度以降は、 国際的な 

べ一 ション研究の 中でも重要な 一分野であ ることを論ずる。 動向も視野に 入れて事例分析及 び 理論構築を大まかに 次 

の 3 段階により推進する。 

2. 背景と目的     第一段階 : 分析フレームワークの 構築とパイロット 

環境経済学では、 環境への対応は 必然的に企業のコスト ケースとしてのケーススタディを 行う。 

負担を増大させると 主張され、 そのため直接お 話り型の環境 2. 第二段階 : ィ胡り 産業毎に、 環境と競争力が 成立する 

政策よりも、 詩学的・動学的利益をもたらす 費用効果の高 要件を抽出する。 

い 誘因べ ー スの経済的手法や 情報的手法の 採用が提唱さ 3. 第三段階 : 第一段階と第二段階で 得られた研究成果 

れてきた。 これに対し、 Porter and Linde(1995)l は 「環 を元に、 理論構築及び 具体的な産業政策、 ま尉 寛政策を検討 

境規制は、 技術革新を誘発するとともに 企業利潤を高め する。 

る」という主張を 行い、 大きな論争を 巻き起こした。 すな 

ね ち、 環境 規侍肋暇術 革新を誘発するかどうか、 また直接 4. 分析フレームワーク 
規制よりも間接規制のほうが 高い技術革新誘発力をもつ 本研究は、 15 年度開始のものであ り、 現在は、 分析フレ 

かどうか、 といった従来からの 論争に加えて、 鬨 朝見制が 一ムワークを 十館 す している。 ただし、 従来まで、 幾つかの 

技術革新の促進を 通じて企業利益を 改善することになる 企業のインタビュ 一調査を行った 結果、 画期的な イ / ベ一 

かどうかが問題となった。 後者の論争については、 現在も 、 ンコ ンの事例として、 異業種への進出あ るいは異業種との 

理論的・実証的研究が 続けられている。 どのような政策領 密接な連携が 大きな鍵の一つになると 考えており、 この観 

域、 どのような産業分野において、 またどのような 要因の 点が一つの分析フレームワークになると 考えている。 異業 

存在が、 環境政策と技術革新が 相互支援的に 持続可能な発 種への進出とは 異業種との競争であ るが、 新しい環境 イ / 

展 に貢献するかを 明らかにすることが 重要であ る。 そこで、 べ一 ションのためには、 異業種との密接な 連携も必要不可 

我々は、 平成 15 年度から 3 年間をかけて、 日本企業の環 欠であ る。 ここでは、 単純に前者を「異業種間競争」、 後 

境 イノベーションの 言辞 円 な事例分析によって、 環境規制に 者を「異業種 問 連携」と呼ぶこととする。 今後、 この二つ 

よるイノベーションの 相互関係について 理論化を行い、 最 の概念を発展させるため、 ; 諸田な事例分析が 必要であ るが、 

終年度に環境保護と 経済発展を融合させる 政策に向けた 以下、 二つの概念を 説明する。 

政策提言を行うことを 計画している。 

(1) 異業種 問 競争 

'. 研 "" 法 「同業種内の 企業間競争ではなく、 異業種間に直って 展 

本研究では、 技術革新と ] 寛政策の関連についての 蓑 最近 聞 される、 非連続的な技術進歩を 引き起こすような、 技術 

の 研究を整理するとともに、 企業と環境プロジェクトにお 開発競争」と 定義される。 技術進歩は一般に 既存の技術 蓄 

ける個別肘へのアンケート、 ヒアリンク調査などを 通じ 積に基づいて 行われる。 Nelson と Winter2 (198 のは、 技 
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術 進歩の累積的性質を「自然 軌 bu 菖 (natural  tra 。 jectory) 」 再資源化、 無害化、 減溶化等のリサイクル 事業を推進しよ 

という概念により 説明した。 これは、 現時点における 研究 うとするものであ る。 この動きは、 廃棄物処理問題の 解決 

は 、 効果的な新技術を 生むとともに、 将来の研究のために に向けて、 従来、 主として関わってきた 環境プラントメー 

自然な出発点を 準備するという 考え方であ る。 そして、 カ 二 廃棄物処理業者とは 全く異なるアプローチによって、 

「自然なパラ ェ ティ (natural variety) 」と「近傍 非鉄金属産業が 廃棄物 旧 ? ま 撲に参入する 試みであ る。 すな 

(neighborhood) 」の概俳を提唱した。 これは、 新技行行を ね ち、 前述の概俳で 言えば、 非鉄金属産業による 異業種 問 

開発する技術バラ ェ ティがあ ったとしても、 あ る有効な シ 競争が起きているということができる。 

ステムがいったん 確立されるとその 変更を加えるとして 一方、 非鉄金属産業で 蓄積された技術のみでリサイクル 

も些細なものにとどまるという 概念であ る。 すな む ち、 技 が成立するわけではない。 例えば、 非鉄金属産業は、 高度 

術 進歩は、 あ る特定の軌道に 従って技術蓄積されるのであ な熱処理技術によって、 金属を抽出する 能力は高いが、 、 ン 

る 。 このような経路依存性は、 実際の技術開発において 頻 ュ レッダ 一 ダストには多くのプラスチック 類が含まれて 

繁に認められる。 しかし、 この技術進歩の 軌道が最適とは おり、 精錬する前に 非鉄金属の濃縮が 必要であ る。 また、 

言えない経路に 固定化、 すな む ちロックイン (lock-in) さ 、 ンュ レッダ 一 ダストの輸送技術、 最終残さとなるスラバの 

れる可能性もあ る。 例えば、 新たな環境問題が 顕在化し、 利用拡大等の 技術的課題は 多く、 異業種で蓄積された 技術 

従来の技術開発の 延長では課題解決できない 場合には、 そ との融合が必要であ る。 廃棄物に関わる 多くの技術革新を 

の 自然軌道は最適とは 言えず、 その軌道を破壊するような 一つの産業で 担うことは事実上不可能であ り、 他産業との 

革新的な技術 群 が必要であ る。 Tus ㎞ an 、 ㎞ derson' (l9B6)  連携も必要であ る。 ビジネスモデルとしても、 さらには、 

は、 既存の技術蓄積を 破壊 づ - る 非連続的な技術革新を「 技 自動車メーカⅠ家電メーカ 二 解体業者、 シュレッダ 一 

術 蓄積破壊型 (competence-destroying) 」の技術革新と 呼 """ """' 搬 業者、 廃棄物処理業者、 スクラップ業者 
んだ。 技術進化経路がロックインされ、 かつそれをアン ロ 等の多くの産業が 密接に連携しなければ、 成功させること 

ック する必要があ る場合には、 技術蓄積 も皮衷 型の技術革新 ができない。 すな む ち、 産業間の密接な 連携により、 相互 

が必要なのであ る。 続いて、 Utterback(1994)4 は、 46 個の のノウハウ・ ャ静 良を融合させた 新たな社会システムを 構築 

非連続的な技術革新の 事例を収集し、 4 分の 3 に及ぶ非運 することが不可欠と 考えられるのであ る。 

統帥技術進歩の 事例は、 異業種企業によりなされているこ 

とを実証した。 既存の技術蓄積を 破壊し、 技術のロック イ 5. むすび 

ンを 解除する技術革新は、 異業種企業によって、 多くもた 温暖化対策を 例に出すまでも 無く、 日本は世界に 対して 

らされるのであ る。 環境保護に向けたイニシアティ プ を発揮することが 求め 

以上を要約すると、 技術進歩は、 既存の技術蓄積に 基づ られており、 また、 同時に日本企業の 環境イノベーション 

き、 あ る軌道に沿って 行われるが、 その軌道が課題解決に の経験は、 今後の対策に 極めて重要であ ると考えられる。 

おいて、 最適とはいえない ，経路にロックインされてしまっ 今後の日本の 環境政策においても、 企業の経営戦略にお い 

た 場合には、 技術蓄積 も 皮裏 型の技術革新が 望まれる。 そし ても、 環境イノベーションの 重要性は増すばかりであ り、 

て、 技術蓄積破壊型の 技術革新は異業種 展醜 党争によって 実 環境保護と経済成長を 融合させた環境政策が 必要不可欠 

現されることが 多いのであ る。 であ る。 しかしながら、 日本では、 この分野の研究蓄積は 

深刻な環境問題を 解決するためには、 新しい産 未だ数少ないのが 現状であ る。 近年、 MOT に関する教育機 

業技術の開発が 不可欠であ る。 特に、 人類の生存 関が日本においても 整備され、 今後も拡充が 図られる予定 

に関わる深刻な 環境問題については、 従来の技術 であ るが、 MOT における重要な 一分野として、 環境と ィ / 

の 延長ではなく、 飛躍的な技術革新が 望まれる。 べ一 ションに関する 研究が今後旺 盛に行われるべきだと 

この点、 前述のように、 そのような技術革新は 、 考える。 

同業種間の競争ではなく、 異業種企業間の 競争に 

よって生起されると 考えられている。 とすれば、 " 献 
環境問題の解決においても 異業種間競争が 重要で 

あ ると考えられる。 lPor ね M  E  簗 dLindevdC  (1995) ,Tow ㎝ daNew  ㏄ n ㏄ ptlon 
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環境問題の解決のためには、 単なる競争に ； ロ えて、 様々 2  NebonR. ㎝ dW 血ね rS(1982),A Ⅱ Evolu 廿 0ndy ℡ eo Ⅳ of 
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